
経
営
戦
略
と
し
て
の

店
舗
統
廃
合
の
進
め
方

越
境
出
店
重
視
の
拡
散
か
ら
、整
理
集
約
へ
の
転
換
を
急
げ

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ

リ
サ
ー
チ
＆
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

金
融
戦
略
室
プ
リ
ン
シ
パ
ル

　

杉
山 

敏
啓

店
舗
革
新「
最
適
化
を
急
げ
」

 

店
舗
数
減
少
は
不
可
避 

２
０
１
７
年
晩
秋
に
３
メ
ガ
バ
ン

ク
が
国
内
業
務
量
お
よ
び
国
内
店
舗

数
の
大
規
模
な
削
減
計
画
を
発
表
し

て
話
題
を
呼
ん
だ
。
物
理
的
な
拠
点

数
で
と
ら
え
た
３
メ
ガ
バ
ン
ク
の
国

内
有
人
店
舗
数
は
、
大
手
銀
行
再
編

前
の
00
年
か
ら
17
年
に
か
け
て
す
で

に
９
８
５
拠
点
も
純
減
し
て
お
り
、

減
少
率
は
35
％
で
あ
る
。
同
一
期
間

に
お
け
る
地
域
金
融
機
関
の
店
舗
数

減
少
率
は
、
地
域
銀
行
で
18
％
、
協

同
組
織
金
融
機
関
で
19
％
で
あ
っ
た
。

メ
ガ
バ
ン
ク
の
ほ
う
が
地
域
金
融
機

関
よ
り
も
、
国
内
店
舗
数
の
整
理
を

大
胆
に
進
め
て
き
た
と
い
え
る
。

そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
メ
ガ
バ
ン

ク
は
、
今
後
さ
ら
に
相
当
規
模
の
国

内
店
舗
数
を
削
減
す
る
と
い
う
。
マ

イ
ナ
ス
金
利
政
策
の
長
期
化
や
来
店

客
数
の
減
少
な
ど
に
よ
っ
て
、
国
内

業
務
部
門
が
構
造
的
な
不
採
算
と
な

り
つ
つ
あ
る
こ
と
に
対
応
す
る
「
構

造
改
革
」
の
色
彩
が
強
い
。
営
業
地

盤
の
人
口
減
少
ペ
ー
ス
が
メ
ガ
バ
ン

ク
よ
り
も
厳
し
い
地
域
金
融
機
関
に
、

店
舗
数
削
減
の
気
運
が
波
及
す
る
こ

と
は
不
可
避
で
あ
ろ
う
。

預
金
取
扱
い
金
融
機
関
の
国
内
有

人
店
舗
数
の
年
別
推
移
を
見
る
と
、

１
９
９
４
年
を
ピ
ー
ク
と
し
て
減
少

基
調
が
続
い
て
い
る
。
そ
の
結
果
と

し
て
１
店
舗
当
り
の
人
口
は
、
94
年

に
は
約
４
３
０
０
人
だ
っ
た
が
、
最

近
で
は
約
５
７
０
０
人
へ
と
上
昇
し
、

店
舗
の
営
業
効
率
性
と
い
う
点
で
は

改
善
が
進
ん
だ
（
図
表
１
）。
人
口

減
少
が
進
む
な
か
で
こ
の
ペ
ー
ス
を

地
域
金
融
機
関
に
よ
る
本
店
所
在
地
外
へ
の
越
境
出
店
は
、
マ
イ
ナ
ス
金
利
政
策
の
影
響
に
よ
る
営
業
店
業

務
の
収
益
性
低
下
や
金
融
仲
介
機
能
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
に
よ
る
地
元
貢
献
重
視
の
方
向
性
な
ど
を
受
け
て
、
今

後
は
ト
ー
ン
ダ
ウ
ン
を
余
儀
な
く
さ
れ
よ
う
。
メ
ガ
バ
ン
ク
が
打
ち
出
し
て
い
る
国
内
営
業
拠
点
削
減
の
流

れ
が
、人
口
減
少
に
対
す
る
危
機
感
が
相
対
的
に
強
い
地
域
金
融
機
関
に
広
が
る
こ
と
は
必
至
で
あ
ろ
う
。
本

邦
金
融
機
関
で
は
、
経
営
戦
略
と
し
て
の
店
舗
統
廃
合
が
重
要
テ
ー
マ
に
な
る
。
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ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
が
日
本
再
上
陸

　

日
本
で
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
の
存
在
感
が
ふ
た
た

び
増
し
て
い
る
。
今
年
６
月
の
総
会
で
株
主
提
案

の
議
案
を
付
議
し
て
い
る
企
業
は
前
年
比
２
社
増

の
42
社
と
な
り
、
過
去
最
多
を
更
新
し
た
。
公
表

資
料
か
ら
機
関
投
資
家
（
フ
ァ
ン
ド
株
主
）
に
よ

る
株
主
提
案
を
受
け
た
企
業
は
前
年
の
６
社
か
ら

７
社
に
増
加
し
、
株
主
提
案
を
行
っ
た
フ
ァ
ン
ド

数
は
３
社
か
ら
６
社
に
増
え
た
。
一
説
に
は
、
国

内
外
主
要
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
16
社
の
日
本
株
保
有

残
高
は
今
年
３
月
末
で
１
兆
６
０
０
０
億
円
と
な

り
、
前
年
比
２
割
増
え
た
と
も
い
わ
れ
る
。

　

近
年
、
グ
ロ
ー
バ
ル
に
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
が
勢

い
づ
い
て
い
る
背
景
の
一
つ
が
、
運
用
成
績
の
良

さ
だ
。
ヘ
ッ
ジ
フ
ァ
ン
ド
の
戦
略
別
運
用
成
績
を

比
較
す
る
と
、
２
０
１
４
年
初
頭
か
ら
18
年
５
月

ま
で
の
グ
ロ
ー
バ
ル
ヘ
ッ
ジ
フ
ァ
ン
ド
全
体
の
成

績
は
３
・
４
％
増
で
、
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
で
あ
る
Ｍ

Ｓ
Ｃ
Ｉ
・
Ａ
Ｃ
Ｗ
Ｉ
指
数
の
32
・
０
％
増
を
大
幅

に
下
回
る
。
と
こ
ろ
が
、
ア
ク
テ
ィ
ビ
ズ
ム
戦
略

だ
け
が
33
・
５
％
増
と
唯
一
ア
ウ
ト
パ
フ
ォ
ー
ム

し
て
い
る
。
日
本
シ
ェ
ア
ホ
ル
ダ
ー
サ
ー
ビ
ス
の

堀
井
康
雄
チ
ー
フ
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
は
「
リ
タ
ー

ン
の
良
さ
を
背
景
に
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
に
資
金
が

流
れ
、
彼
ら
は
中
小
株
か
ら
大
型
株
に
も
手
を
出

せ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
て
い
る
」
と
話
す
。
割
高

な
欧
米
株
か
ら
割
安
な
ア
ジ
ア
株
に
食
指
が
動
く

な
か
で
、
ふ
た
た
び
日
本
市
場
に
目
を
向
け
始
め

て
い
る
の
だ
。

　

か
つ
て
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
が
連
日
の
よ
う
に
新

聞
紙
面
を
飾
っ
て
い
た
の
は
11
年
前
。
な
か
で
も

象
徴
的
だ
っ
た
の
が
、
買
収
防
衛
策
を
め
ぐ
る
ス

テ
ィ
ー
ル
・
パ
ー
ト
ナ
ー
ズ
Ｖ
Ｓ
ブ
ル
ド
ッ
ク
ソ

ー
ス
の
攻
防
だ
。
敵
対
的
買
収
を
仕
掛
け
た
ス
テ

ィ
ー
ル
に
対
し
、
ブ
ル
ド
ッ
ク
は
日
本
初
の
買
収

防
衛
策
を
発
動
。
ス
テ
ィ
ー
ル
は
裁
判
所
に
ブ
ル

ド
ッ
ク
の
行
為
は
不
当
だ
と
し
て
買
収
防
衛
策
の

差
し
止
め
を
求
め
た
が
、
裁
判
所
は
こ
れ
を
適
法

と
判
断
し
、
さ
ら
に
ス
テ
ィ
ー
ル
は
「
短
期
的
利

益
追
求
の
濫
用
的
買
収
者
」
と
の
烙ら

く
い
ん印

を
押
さ
れ

る
返
り
討
ち
に
遭
っ
た
。

　

元
祖
日
系
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
で
あ
る
ス
パ
ー
ク

ス
・
グ
ル
ー
プ
の
阿
部
修
平
社
長
は
、
こ
の
判
決

に
つ
い
て
「
上
場
企
業
間
で
株
を
持
ち
合
い
、
異

質
な
株
主
が
現
わ
れ
た
ら
排
除
す
る
姿
勢
に
同
情

的
な
考
え
が
司
法
、
行
政
に
も
あ
っ
た
。
善
良
な

資
本
主
義
に
つ
い
て
思
い
を
巡
ら
せ
る
土
壌
が
当

時
の
日
本
に
は
な
か
っ
た
」
と
振
り
返
る
。

コ
ポ
ガ
バ
コ
ー
ド
に
沿
っ
た
要
求

　

現
在
で
も
、
短
期
間
に
自
己
資
金
で
浮
動
株
を

大
量
に
買
い
集
め
、
一
定
の
保
有
割
合
に
達
し
た

ら
自
己
株
取
得
な
ど
の
株
主
還
元
を
執
拗
に
迫
る

「
嫌
わ
れ
者
の
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
」
は
存
在
す
る
。

し
か
し
、
近
年
メ
デ
ィ
ア
に
露
出
し
て
注
目
を
集

め
る
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
は
、
日
本
株
の
長
期
投
資

家
で
あ
る
こ
と
を
ア
ピ
ー
ル
し
て
い
る
。

　

彼
ら
の
日
本
再
上
陸
を
強
力
に
後
押
し
し
た
の

が
、
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
コ
ー
ド
（
Ｃ
Ｇ

Ｃ
）
と
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
コ
ー
ド
（
Ｓ
Ｓ

Ｃ
）
の
制
定
だ
。
二
つ
の
コ
ー
ド
に
よ
っ
て
日
本

企
業
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
が
強
く
問
題
視
さ
れ
る
よ
う

に
な
り
、
政
策
保
有
株
の
売
却
や
買
収
防
衛
策
の

廃
止
と
い
っ
た
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
提
案
に
対
す
る

受
け
止
め
方
も
大
き
く
変
化
し
た
。

　

例
え
ば
、
Ｓ
Ｓ
Ｃ
に
よ
り
機
関
投
資
家
は
総
会

物
言
う
株
主
「
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
」
の
活
動
が
注
目
さ
れ
て
い
る
。
Ｒ
Ｏ
Ｅ
が
低
く
て
政
策
保

有
株
や
現
預
金
を
多
く
保
有
す
る
企
業
に
投
資
し
て
、
政
策
保
有
株
の
売
却
や
増
配
を
求
め
る

株
主
提
案
で
揺
さ
ぶ
り
を
か
け
る
。
た
だ
し
、
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
を
か
つ
て
の
よ
う
に
「
短
期

的
な
利
益
追
求
の
株
主
」
と
見
る
風
潮
は
弱
ま
っ
て
い
る
。
企
業
価
値
の
向
上
を
目
指
す
「
二

つ
の
コ
ー
ド
」
の
も
と
、
政
策
保
有
株
の
売
却
と
い
っ
た
提
案
は
機
関
投
資
家
か
ら
も
賛
同
を

得
や
す
く
な
っ
て
お
り
、
コ
ポ
ガ
バ
コ
ー
ド
の
「
番
人
」
の
よ
う
な
存
在
に
も
な
り
つ
つ
あ
る
。

コ
ポ
ガ
バ
コ
ー
ド
の「
番
人
」に

名
乗
り
を
上
げ
る
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
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奨
学
金
破
産
の
真
実

インタビュー

日
本
学
生
支
援
機
構

　
理
事
長
　
遠
藤 

勝
裕

回
収
作
業
は「
未
来
の
学
生
」か
ら

付
託
さ
れ
た
任
務

奨
学
金
の
返
還
金
は

未
来
の
学
生
を
支
援
す
る
財
源

│
│
奨
学
金
事
業
の
財
政
的
な
と
ら

え
方
と
は

２
０
１
６
年
度
に
お
い
て
は
、
１

３
１
万
人
の
学
生
に
１
兆
４
６
５
億

円
の
奨
学
金
を
貸
与
し
て
い
る
。
わ

が
国
の
高
等
教
育
機
関
の
学
生
（
３

４
７
万
人
）
の
38
％
に
相
当
す
る
が
、

高
等
教
育
機
関
と
言
っ
た
場
合
、
大

学
な
ど
の
ほ
か
に
専
門
学
校
の
学
生

（
21
万
人
）
も
含
ま
れ
て
い
る
。

18
年
度
予
算
の
奨
学
金
事
業
費
の

財
源
の
内
訳
（
図
表
）
は
、
無
利
息

で
貸
与
す
る
第
一
種
奨
学
金
だ
と
、

返
還
金
が
68
・
８
％
、
一
般
会
計
借

入
金
等
が
26
・
６
％
と
な
っ
て
い
る
。

利
息
付
で
貸
与
（
在
学
中
は
無
利

息
）
さ
れ
る
第
二
種
奨
学
金
は
、
返

還
金
が
88
・
９
％
、
残
り
は
財
政
融

資
資
金
や
財
投
機
関
債
（
日
本
学
生

支
援
債
券
）、
民
間
借
入
金
で
調
達

し
て
い
る
。
回
収
さ
れ
た
返
還
利
息

は
す
べ
て
財
政
融
資
資
金
等
の
支
払

利
息
に
あ
て
ら
れ
、
ま
た
、
在
学
中

の
貸
与
原
資
の
金
利
負
担
は
国
か
ら

の
利
子
補
給
金
だ
。

貸
与
奨
学
金
の
財
源
に
占
め
る
返

還
金
の
割
合
は
非
常
に
大
き
く
、
多

く
の
未
来
の
学
生
を
支
援
し
て
い
く

た
め
に
は
、
確
実
に
返
還
し
て
も
ら

わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
返
還
金
の

７
割
が
仮
に
６
割
へ
と
低
下
し
た
ら
、

国
民
負
担
を
４
割
と
す
る
か
、
貸
与

規
模
を
減
ら
す
し
か
な
い
。

│
│
よ
く
、「
奨
学
金
が
大
学
の
経

営
を
支
え
て
い
る
」
と
言
わ
れ
る
の

は
、
ど
う
い
う
意
味
か
？

奨
学
金
が
な
い
と
大
半
の
大
学
の

経
営
が
難
し
く
な
る
。
１
兆
４
６
５

億
円
は
国
立
大
へ
の
運
営
交
付
金
を

上
回
る
規
模
だ
。
一
方
で
、
奨
学
金

の
貸
与
を
受
け
て
い
る
学
生
の
７
割

が
私
立
大
に
通
っ
て
い
る
。
３
０
０

０
億
円
の
私
大
助
成
金
の
倍
に
あ
た

る
約
７
０
０
０
億
円
が
、
奨
学
金
に

よ
る
学
費
収
入
と
い
う
か
た
ち
で
大

学
の
経
営
を
支
え
て
い
る
。

│
│
「
第
二
種
奨
学
金
は
教
育
ロ
ー

ン
で
す
」
と
言
い
切
っ
て
し
ま
っ
た

昨
今
、
新
聞
の
社
会
面
な
ど
に
お
い
て
、「
奨
学
金
破
産
」
に
関
す
る
報
道
が
目
に
付
く
。
奨
学
金
と
は
本

来
、
返
還
さ
れ
た
も
の
が
次
の
世
代
の
学
生
に
貸
し
出
さ
れ
る
も
の
で
あ
り
、
そ
こ
が
滞
る
と
、
制
度
と
し

て
の
持
続
可
能
性
が
揺
ら
ぐ
こ
と
に
な
る
。格
差
問
題
の
象
徴
の
よ
う
に
報
じ
ら
れ
て
い
る「
奨
学
金
破
産
」

は
、
ど
こ
ま
で
深
刻
な
問
題
な
の
か
。
奨
学
金
事
業
の
現
状
と
今
後
の
制
度
設
計
に
つ
い
て
、
日
本
銀
行
出

身
で
、
２
０
１
１
年
か
ら
日
本
学
生
支
援
機
構
の
理
事
長
を
務
め
る
遠
藤
勝
裕
氏
に
聞
い
た
（
編
集
部
）。
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